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【項目２（２）（経済産業省）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）（抄） 

 

（目的）  

第１条 この法律は、電気事業の運営を適正かつ合理的ならしめることによって、電気の使用者

の利益を保護し、及び電気事業の健全な発達を図るとともに、電気工作物の工事、維持及び運

用を規制することによって、公共の安全を確保し、及び環境の保全を図ることを目的とする。 

 

（一般電気事業者の供給約款等）  

第１９条 一般電気事業者は、一般の需要（特定規模需要を除く。）に応ずる電気の供給に係る料

金その他の供給条件について、経済産業省令で定めるところにより、供給約款を定め、経済産

業大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ 経済産業大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、

同項の認可をしなければならない。  

一 料金が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものであること。  

二 料金が供給の種類により定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

三 一般電気事業者及び電気の使用者の責任に関する事項並びに電気計器その他の用品及び配

線工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められていること。  

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

３ 一般電気事業者は、第一項後段の規定にかかわらず、料金を引き下げる場合その他の電気の

使用者の利益を阻害するおそれがないと見込まれる場合として経済産業省令で定める場合には、

経済産業省令で定めるところにより、第１項の認可を受けた供給約款（次項の規定による変更

の届出があつたときは、その変更後のもの。以下この条において同じ。）で設定した料金その他

の供給条件を変更することができる。  

４ 一般電気事業者は、前項の規定により料金その他の供給条件を変更したときは、経済産業省

令で定めるところにより、変更後の供給約款を経済産業大臣に届け出なければならない。  

５ 経済産業大臣は、前項の規定による届出に係る供給約款が次の各号のいずれかに該当しない

と認めるときは、当該一般電気事業者に対し、相当の期限を定め、その供給約款を変更すべき

ことを命ずることができる。  

一 料金が供給の種類により定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

二 一般電気事業者及び電気の使用者の責任に関する事項並びに電気計器その他の用品及び配

線工事その他の工事に関する費用の負担の方法が適正かつ明確に定められていること。  

三 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。  

６ 一般電気事業者は、その一般電気事業の用に供する設備の効率的な使用その他の効率的な事

業運営に資すると見込まれる場合には、料金及びその料金を適用するために必要となるその他

の供給条件について第１項の認可を受けた供給約款で設定したものと異なる供給条件を設定し

た約款を、電気の使用者が供給約款に代えて選択し得るものとして、定めることができる。  

７ 一般電気事業者は、前項の規定により約款を定めたときは、経済産業省令で定めるところに

より、その約款（以下「選択約款」という。）を経済産業大臣に届け出なければならない。これ

を変更したときも、同様とする。  

８ 経済産業大臣は、前項の規定による届出に係る選択約款が次の各号のいずれかに該当しない

と認めるときは、当該一般電気事業者に対し、相当の期限を定め、その選択約款を変更すべき

ことを命ずることができる。  

一 当該一般電気事業者の一般電気事業の用に供する設備の効率的な使用その他の効率的な事

業運営に資すること。  

二 第１項の認可を受けた供給約款により電気の供給を受ける者の利益を阻害するおそれがな
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いこと。  

三 料金が定率又は定額をもつて明確に定められていること。  

四 特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。 

 

（供給約款等に関する命令及び処分）  

第２３条 経済産業大臣は、電気の料金その他の供給条件が社会的経済的事情の変動により著し

く不適当となり、公共の利益の増進に支障があると認めるときは、一般電気事業者に対し、相

当の期限を定め、第１９条第１項の認可を受けた供給約款（同条第４項の規定による変更の届

出があつたときは、その変更後のもの）又は第２１条第１項ただし書の認可を受けた料金その

他の供給条件（第３項の規定による変更があつたときは、その変更後の供給約款又は料金その

他の供給条件）の変更の認可を申請すべきことを命ずることができる。  

２ 経済産業大臣は、前条第１項の規定による届出に係る料金その他の供給条件（次項の規定に

よる変更があつたときは、その変更後のもの）が社会的経済的事情の変動により著しく不適当

となり、公共の利益の増進に支障があると認めるときは、一般電気事業者、卸電気事業者又は

卸供給事業者に対し、相当の期限を定め、その料金その他の供給条件を変更すべきことを命ず

ることができる。  

３ 経済産業大臣は、前２項の規定による命令をした場合において、前２項の期限までに認可の

申請又は変更の届出がないときは、供給約款又は料金その他の供給条件を変更することができ

る。 

 

（公聴会）  

第１０８条 経済産業大臣は、第３条第１項（一般電気事業に係るものに限る。）、第８条第１項

（供給区域の増加に係るものに限る。）、第１９条第１項又は第２３条第３項（供給約款に係る

ものに限る。）の規定による処分をしようとするときは、公聴会を開き、広く一般の意見を聴か

なければならない。 
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○電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号）（抄） 

 

（供給約款）  

第２２条 法第１９条第１項の供給約款は、次の事項について定めるものとする。  

一 適用区域又は適用範囲  

二 供給の種別  

三 供給電圧及び周波数  

四 料金、一般電気事業供給約款料金算定規則 （平成１１年通商産業省令第１０５号）第２１

条第二項に規定する基準平均燃料価格及び換算係数並びに同条第４項に規定する基準調整単

価  

五 電気計器その他の用品及び配線工事その他の工事に関する費用の負担の方法（電気の使用

者の負担となるものについては、その金額又は金額の決定の方法）  

六 前２号に掲げるもののほか、電気の使用者の負担となるものがあるときは、その事項及び

金額又は金額の決定の方法  

七 供給電力及び供給電力量の計測方法並びに料金調定の方法  

八 送電上の責任の分界  

九 電気の使用方法、器具、機械その他の用品の使用等に関し制限を設けるときは、その事項  

十 前各号に掲げるもののほか、電気の供給条件又は一般電気事業者及び電気の使用者の責任

に関する事項があるときは、その事項  

十一 有効期間を定めるときは、その期間  

十二 実施期日  

 

第２３条 法第１９条第１項の規定による供給約款の設定の認可を受けようとする者は、様式第

１６の供給約款設定認可申請書に供給約款の案及び次の書類を添えて提出しなければならない。  

一 一般電気事業供給約款料金算定規則様式第１から第８までにより作成した書類 

二 電気の使用者の負担となるべき金額（料金を除く。）の算出の根拠又は金額の決定の方法に

関する説明書  

 

第２４条 法第１９条第１項の規定により供給約款の変更の認可を受けようとする者は、様式第

１７の供給約款変更認可申請書に次の書類を添えて提出しなければならない。  

一 変更を必要とする理由を記載した書類  

二 変更しようとする部分を明らかにした現行の供給約款  

三 第２２条第４号の事項を変更（消費税及び地方消費税に相当する額（以下「消費税等相当

額」という。）又はその額に係る表示若しくは請求の方法のみの変更（以下「消費税等相当額

のみの変更」という。）を除く。）しようとするときは、一般電気事業供給約款料金算定規則

様式第１から第８までにより作成した書類  

四  第２２条第５号又は第６号の事項を変更しようとするときは、電気の使用者の負担となる

べき金額の算出の根拠又は金額の決定の方法に関する説明書  

 

第２４条の２ 法第１９条第３項の経済産業省令で定める料金を引き下げる場合その他の電気の

使用者の利益を阻害するおそれがないと見込まれる場合は、次の各号のいずれかに該当する同

条第１項の認可を受けた供給約款（同条第４項の規定による変更の届出があったときは、その

変更後のもの。）（以下この条において「供給約款」という。）の変更とする。  

一 供給約款により電気の供給を受け、現に電気を使用している者（以下「電気使用者」とい

う。）の料金及びその支払期日から支払が遅延することにより追加的に発生する当該電気使用
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者の負担（以下「料金等」という。）を変更（消費税等相当額のみの変更を除く。）する場合

であって、当該電気使用者の電気の使用量、最大需要電力その他の使用形態並びに当該電気

使用者が料金を支払うべき義務の発生する日からその支払を行う日までの期間並びに一般電

気事業の用に供する石炭、石油及び液化天然ガス（輸入されたものに限る。）の価格が当該供

給約款の変更の前後において同一であると仮定した場合において、いずれかの電気使用者の

支払うべき料金等を合計した額（消費税等相当額を除く。以下この号において同じ。）が減少

し、かつ、その他の電気使用者の支払うべき料金等を合計した額が増加しないと見込まれる

場合  

二 電気計器その他の用品及び配線工事その他の工事に関する費用の負担の方法を変更（消費

税等相当額のみの変更を除く。）する場合であって、いずれの電気使用者の負担（消費税等相

当額を除く。）も増加しない場合  

三 前二号に掲げるもののほか、電気使用者の負担となる事項を変更（消費税等相当額のみの

変更を除く。）する場合であって、いずれの電気使用者の負担（消費税等相当額を除く。）も

増加しない場合  

四 電気使用者の料金等及びその他の負担となる事項を変更する場合であって、消費税等相当

額のみの変更の場合  

五 供給電力若しくは供給電力量の計測方法又は料金調定の方法を変更する場合であって、い

ずれの電気使用者の支払うべき料金等の額（消費税等相当額を除く。次号において同じ。）及

びその他の負担（消費税等相当額を除く。次号において同じ。）も増加しない場合  

六 送電上の責任の分界を変更する場合であって、いずれの電気使用者の支払うべき料金等の

額及びその他の負担も増加しない場合  

七 電気の使用方法、器具、機械その他の用品の使用等を変更する場合であって、いずれの電

気使用者に対しても不利なものとしない場合  

八 電気使用者が料金を支払うべき義務の発生する日から一般電気事業者が当該電気使用者に

対する電気の供給を停止できる日までの期間を変更する場合であって、いずれの電気使用者

に対する期間も短縮されない場合  

九 電気の供給を停止できる条件又は電気の需給契約を解除できる条件を変更する場合であっ

て、いずれの電気使用者に対する条件も不利なものとしない場合  

十 電気使用者が選択し得る事項を追加する場合  

十一 前各号に掲げるもののほか、供給約款の構成又は使用する字句等を変更する場合  

 

第２４条の３ 法第１９条第４項の規定による供給約款の変更の届出をしようとする者は、その

実施の日の１０日前までに、様式第１７の２の供給約款変更届出書に次の書類を添えて提出し

なければならない。 

一 変更を必要とする理由を記載した書類  

二 変更しようとする部分を明らかにした現行の供給約款  

三 第２２条第４号の事項を変更（消費税等相当額のみの変更を除く。）しようとするときは、

一般電気事業供給約款料金算定規則 様式第１及び第３から第８までにより作成した書類  

四 第２２条第５号又は第６号の事項を変更しようとするときは、電気の使用者の負担となる

べき金額の算出の根拠又は金額の決定の方法に関する説明書 

 

（公聴会）  

第１３４条 経済産業大臣は、法第１０８条の規定により公聴会を開こうとするときは、その期

日の２１日前までに、件名、公聴会の期日及び場所並びに事案の要旨を告示しなければならな

い。 
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２ 公聴会は、経済産業大臣又はその指名する職員が議長として主宰する。  

３ 公聴会に出席して意見を述べようとする者は、その期日の１４日前までに、意見の概要を記

載した文書によりその旨を経済産業大臣に届け出なければならない。  

４ 経済産業大臣は、前項の規定による届出をした者のうちから、公聴会に出席して意見を述べ

ることができる者を指定し、その期日の３日前までに指定した者に対しその旨を通知しなけれ

ばならない。  

５ 経済産業大臣は、必要があると認めるときは、学識経験のある者、関係行政機関の職員その

他の参考人に公聴会に出席を求めることができる。  

６ 公聴会においては、第４項の規定による指定を受けた者又は前項の規定により公聴会に出席

を求められた者以外の者は意見を述べることができない。  

７ 第４項の規定による指定を受けた者又は第５項の規定により公聴会に出席を求められた者は、

病気その他の事故により公聴会に出席することができないときは、意見を記載した書類を議長

に提出することができる。  

８ 公聴会に出席して意見を述べる者が事案の範囲を超えて発言するとき、又は公聴会に出席し

ている者が公聴会の秩序を乱し、若しくは不穏な言動をするときは、議長は、これらの者に対

し、その発言を禁止し、又は退場を命ずることができる。  

９ 議長は、公聴会の期日又は場所を変更したときは、その期日及び場所を第４項の規定による

指定を受けた者及び第５項の規定により公聴会に出席を求められた者に通知しなければならな

い。 
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○一般電気事業供給約款料金算定規則 

（平成１１年１２月３日通商産業省令第１０５号）（抄） 

 

（認可料金の原価等の算定） 

第２条 法第１９条第１項の規定により定めようとする、又は変更しようとする供給約款で設定

する料金を算定しようとする一般電気事業者（以下「事業者」という。）は、４月１日又は１０

月１日を始期とする１年間を単位とした将来の合理的な期間（以下「原価算定期間」という。）

を定め、当該期間において電気事業を運営するに当たって必要であると見込まれる原価に利潤

を加えて得た額（以下「原価等」という。）を算定しなければならない。 

２ ４月１日を始期とする原価算定期間を定めた場合にあっては、前項で定める原価等は、事業

年度ごとに次条の規定により算定される営業費及び第４条の規定により算定される事業報酬の

合計額から第５条の規定により算定される控除収益の額を控除して得た額（以下「期間原価等」

という。）を合計した額とする。 

３ １０月１日を始期とする原価算定期間を定めた場合にあっては、第１項で定める原価等は、

原価算定期間の開始の日から６月の期間及び終了の日まで６月の期間を含む事業年度の期間原

価等をそれぞれ当該期間に配分した額並びに原価算定期間の開始の日を含む事業年度の翌事業

年度から当該期間の終了の日を含む事業年度の前事業年度までの事業年度ごとの期間原価等を

合計した額とする。 

 

（事業報酬の算定） 

第４条 事業者は、事業報酬として、電気事業報酬の額を算定し、様式第１第２表及び様式第２

第２表により事業報酬総括表及び事業報酬明細表を作成しなければならない。 

２ 電気事業報酬の額は、別表第１第１表により分類し、特定固定資産、建設中の資産、核燃料

資産、特定投資、運転資本及び繰延償却資産（以下「レートベース」という。）の額の合計額に、

第４項の規定により算定される報酬率を乗じて得た額とする。 

３ 次の各号に掲げるレートベースの額は、別表第１第２表により分類し、それぞれ当該各号に

掲げる方法により算定した額とする。 

一 特定固定資産 電気事業固定資産（共用固定資産（附帯事業に係るものに限る。）、貸付設

備その他の電気事業固定資産の設備のうち適当でないもの及び工事費負担金（貸方）を除く。）

の事業年度における平均帳簿価額を基に算定した額 

二 建設中の資産 建設仮勘定の事業年度における平均帳簿価額（資産除去債務相当資産を除

く。）から建設中利子相当額及び工事費負担金相当額を控除した額に１００分の５０を乗じて

得た額 

三 核燃料資産 核燃料の事業年度における平均帳簿価額を基に算定した額 

四 特定投資 長期投資（エネルギーの安定的確保を図るための研究開発、資源開発等を目的

とした投資であって、電気事業の能率的な経営のために必要かつ有効であると認められるも

のに係るものに限る。）の事業年度における平均帳簿価額を基に算定した額 

五 運転資本 営業資本（前条に掲げる営業費項目の額の合計額から、退職給与金のうちの引

当金純増額、燃料費のうちの核燃料費（核燃料減損額及び核燃料減損修正損（又は核燃料減

損修正益（貸方））に限る。）、諸費（排出クレジットの自社使用に係る償却額に限る。）、電気

料貸倒損のうちの引当金純増額、固定資産税、雑税、減価償却費（リース資産及び資産除去

債務相当資産に係るものを除く。）、固定資産除却費のうちの除却損、原子力発電施設解体費

のうちの資産除去債務純計上額、電源開発促進税、事業税、開発費償却、株式交付費償却、

社債発行費償却及び法人税等並びに次条に掲げる控除収益項目の額の合計額を控除して得た

額に、１２分の１．５を乗じて得た額をいう。）及び貯蔵品（火力燃料貯蔵品、新エネルギー
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等貯蔵品その他貯蔵品の年間払出額に、原則として１２分の１．５を乗じて得た額をいう。）

を基に算定した額 

六 繰延償却資産 繰延資産（株式交付費、社債発行費及び開発費に限る。）の事業年度におけ

る平均帳簿価額を基に算定した額 

４ 報酬率は、次の各号に掲げる方法により算定した自己資本報酬率及び他人資本報酬率を３０

対７０で加重平均した率とする。 

一 自己資本報酬率 すべての一般電気事業者を除く全産業の自己資本利益率の実績率に相当

する率を上限とし、国債、地方債等公社債の利回りの実績率を下限として算定した率（すべ

ての一般電気事業者を除く全産業の自己資本利益率の実績率に相当する率が、国債、地方債

等公社債の利回りの実績率を下回る場合には、国債、地方債等公社債の利回りの実績率）を

基に算定した率 

二 他人資本報酬率 すべての一般電気事業者の有利子負債額の実績額に応じて当該有利子負

債額の実績額に係る利子率の実績率を加重平均して算定した率 

 

（料金の決定等） 

第１９条 料金は、低圧需要の前条の規定により整理された総固定費、総可変費及び総需要家費

の合計額（以下「低圧需要原価等」という。）と原価算定期間における低圧需要の料金収入が一

致するように設定されなければならない。 

２ 事業者は、低圧需要原価等を基に、契約種別ごとの電気の使用形態、電気の使用期間、電気

の計量方法等による低圧需要原価等の差異を勘案して設定した基準により契約種別ごとの料金

を設定しなければならない。 

３ 事業者は、前項で定めた基準を、あらかじめ、経済産業大臣に届け出なければならない。こ

の場合においては、経済産業大臣は、当該基準を公表しなければならない。 

４ 事業者は、第２項の規定により契約種別ごとの料金を設定する場合には、販売電力量にかか

わらず支払を受けるべき料金及び販売電力量に応じて支払を受けるべき料金の組み合わせによ

り、当該料金を設定しなければならない。ただし、販売電力量が極めて少ないと見込まれる需

要に対する料金の設定の場合には、これによらないことができる。 

５ 事業者は、原価算定期間における低圧需要の料金収入を、第２項及び前項の規定により設定

する料金、法第１９条第７項に定める選択約款で設定する料金並びに供給計画等に基づく契約

電力、販売電力量等の電気の使用に係る値の予測値により算定しなければならない。 

６ 事業者は、第１項に規定する低圧需要原価等と前項により算定した原価算定期間における低

圧需要の料金収入を整理し、様式第８第１表により低圧需要原価等と料金収入の比較表を作成

しなければならない。 
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電気料金の改定プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【審査の方法】 

 

                 供給約款料金審査要領に基づき、審査の一手法として特別監査を実施し、

適正な固定資産（レートベース）の確定を行うとともに、資本費・修繕費に

ついては実績値等に照らし適正性を監査する。 

 

                  供給約款料金審査要領に基づき、一般電気事業者が申請した原価等につ

いて、「料金が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加

えたものであること」について審査（査定）する。 

※特別監査と同時並行で実施。 

 

                         電気事業者の効率化への取組度合いを比較し、査定率に格差をつける（平

成１０年の料金改定における減額査定率は１％又は２％）。公租公課等の

義務的経費、燃料費等妥当性が別途判断されるものは適用対象外 

 

 

 

（消費者委員会事務局調べ） 

電気料金改定 

電力会社 

経済産業大臣 

需要家等 

認可 

料金改定認可プロセス 

改定後の料金と、改定を行わなかった場合

の料金（燃料費調整を含む）とを比較
届出 

（値上げの場合）

（値下げの場合）

申請 実施 

認可 受理 

掲示 

・物価問題に関する関係閣僚会議 意見陳述 

公聴会 

（実施の日の 10 日前から） 

標準処理期間：４か月 

審査 審査 

ヤードスティック査定 

個別審査（査定） 

特 別 監 査 
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電気料金制度・運用の見直しに係る有識者会議の設置について

平成 23 年 10 月

資源エネルギー庁

電力・ガス事業部

１．趣旨

本年 3 月の東日本大震災発生以降、電力需給のひっ迫や原子力損

害賠償、燃料コスト増による電力コスト上昇懸念など、電気事業を

とりまく状況は大きく変化している。

こうした中、国民負担の最小化と電力の安定供給の確保のため設

置された「東京電力に関する経営・財務調査委員会」報告書におい

ても、現行の電気料金制度とその運用についての問題点が指摘され

ているところである。

以上を踏まえ、経済産業大臣が主催する有識者会議を設置し、電

気料金制度とその運用について、現行制度下で実施すべきものを中

心に、速やかに見直しを行うこととする。

※ 報告書の主な指摘事項

・ 総原価の対象とする営業費用の適正性（電気の安定供給に真に必要な

費用に限定すべき 等）

・ レートベース及び事業報酬の適正性（対象資産について、稼働率の高

低を考慮すべき 等）

・ 原価算定期間の扱い（複数年度とすべき 等） 等

２．検討項目及びスケジュール

近々に第一回の有識者会議を開催し、年明け以降可能な限り早期

に結論を得ることとする。

また、有識者会議は原則公開とする。
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＜検討項目例＞

① 現行料金制度の評価（自由料金、規制料金）

② 料金算定の元となる需要想定、設備投資計画の適切性

③ 原価算定期間の適切性

④ 原価対象経費の適切性

・電気事業に不可欠な経費か否か

・経費算定のベンチマーク

・事業報酬の在り方

⑤需要種別への費用配分の適切性

⑥情報公開の在り方

⑦規制体制の在り方
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有識者会議 委員

（敬称略）

秋池 玲子 ボストン コンサルティング グループ

パートナー＆マネージング・ディレクター

座長 安念 潤司 中央大学法科大学院 教授

大西 正一郎 フロンティア・マネジメント代表取締役（弁護士）

前・東京電力に係る経営・財務調査委員会事務局次長

永田 高士 公認会計士

八田 達夫 大阪大学社会経済研究所 招聘教授

松村 敏弘 東京大学社会科学研究所 教授

山内 弘隆 一橋大学大学院商学研究科 教授
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電気料金制度・運用の見直しに係る有識者会議報告書（案）

のポイント

１．基本的考え方

（１）値上げ認可時においては原価の厳格な査定を行う一方、値下げ届

出時や事後評価においては一般電気事業者による説明と行政によ

る事後チェックを的確に行うことを徹底。

（２）事業に要する費用すべての回収を認めるのではなく、あるべき適

正な費用のみの回収を認めることを徹底。

（３）一般電気事業者が自らの供給力のみに依存する安定供給確保か

ら、他社供給力や需要側の取組も活用した安定供給確保に転換す

ることを促す。

２．供給計画等の事前計画

電気料金算定の前提となる供給計画において、一定の需要抑制に効

果により安定供給に資することが見込めることに加え、効率的な設備

形成の確保にも寄与するため、これまで織り込んでこなかった随時調

整契約やデマンド・レスポンス等の需要抑制方策についても一定の評

価を行うことが適当。

３．原価の適正性の確保

①値上げ認可時に原価として認めることが適当ではない費用

需要家に負担を求める電気料金の値上げ認可を行う場合には、電気

の供給により優先度の高い費用に重点化することが求められること

から、

資料１－１
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2

（ア）広告宣伝費（電気料金メニューの周知、電気の安全に関わる

周知、公益的な目的から行う情報提供を除く）

（イ）寄付金

（ウ）団体費

については料金原価に算入することを認めるべきではない。

②経営効率化の織り込み方法

各費用の性格に応じて、適切な経営効率化努力を織り込んだ原価査

定を行う。

（ア）人件費

一般企業の平均値（従業員 1,000 人以上）を基本に、他の

公益企業の平均値とも比較しつつ査定。

（イ）修繕費

各社ごとに、過去実績を基にした基準（例えば、帳簿原価

に占める修繕費の割合である修繕費率）により査定。

また、各社ごとにわかれているスペックの標準化等につい

ても検討。

（ウ）燃料費、購入電力費

燃料においては共同調達の実施、購入電力については卸電

力取引所からの調達等の効率化努力を求める。特に燃料費は、

官民一体となった取組により、国全体として効率的な調達が

必要。

（エ）設備関係費（減価償却費、固定資産除却費）

原則として、入札等の実施を求め個別に査定。火力発電所

については、新しい火力入札制度を導入（下記、「４．新しい

火力入札」を参照。）。
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（オ）一般経費（委託費、消耗品費、普及開発関係費、研究費等）

従来、非件名案件としてまとめて原価算入されているもの

が多かったことから、個別査定を行う項目を可能な限り拡大。

個別査定に当たっては、入札等を原則として、入札等を行

わないものについては過去の類似事例の入札結果等を基準に

査定。個別査定を行わない項目については、ヤードスティッ

ク査定。

４．新しい火力入札

今後、一般電気事業者が火力電源を自社で新設・増設・リプレース

する場合は、既に建設プロセスが進んでいるため入札を実施しても運

転開始予定日に間に合わない案件等を除き、原則全ての火力電源につ

いて IPP 入札を実施。入札を行わない場合、入札した場合に想定され

る価格等を参考にして査定。

５．公正かつ適正な事業報酬

①レートベース対象資産の範囲

供給設備は、デマンド・レスポンス等を踏まえた需要見通しを前提

にした供給力に限定し、長期停止発電設備については、緊急時の即時

対応性、将来の稼働の確実性等を踏まえて算入の可否を判断。また、

正当な理由なく著しく低い稼働率となっている設備は対象外。

②事業報酬率

震災後の状況を勘案しつつ、過大な利益が生じないよう、一方、資

金調達に支障が生じないよう、公正報酬といった観点から、適正な事

業経営リスクを見極めた上で設定。
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６．原価算定期間及び電源構成変動への対応

①原価算定期間

一般電気事業者の料金改定が概ね２年ごとに実施されてきたこと、

一般的な企業の中期経営計画が３年であること等を踏まえ、認可時に

ついては３年を原則。

届出時は、自主的な経営効率化努力を料金に迅速に反映する観点か

ら、より柔軟に設定。

②電源構成の変動への対応

原価算定期間の複数年化を踏まえ、原価算定期間内に電源構成が原

子力発電の稼働状況等により大きく変動した場合には、料金値上げの

認可を経ていることを条件に電源構成による原価の変動分のみを料

金に反映させる改定を認める。

７．個別原価計算・レートメーク

託送料金について第三者が適切性・妥当性の確認を行えるよう、以下

について所要の情報公開を実施。

①「一般管理費等」・「変動費」・「販売費」の配分比率

配分のルールは料金算定規則等において定められているが具体的

な数値が明らかにされていないことから、競争・取引環境に悪影響が

生じないように配慮しつつ、諸元及び配分ルール等を公表する。

②事業者ルール

算定規則によらずに事業者が自ら設定する整理方法のうち、具体的

な算定方法が明らかにされていないものについては、届出に当たって、

具体的な算定方法がわかるようなものとする。

③アンシラリーサービス費の算定

算定規則による具体的な算定方法が明らかでないことから、算定方

法及びその値について具体的に公表する。
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８．デマンド・レスポンス料金とスマートメーターの導入

スマートメーターの普及までには一定のリードタイムが必要とな

ることから、それまでの間は、各電力会社が、スマートメーターがな

くとも対応可能な範囲において、需要家の受容性を踏まえ、時間帯別

料金の多様化や三段階料金の見直し、季節別料金の導入などを検討。

スマートメーターの導入に当たっては、効率的な調達の観点からオ

ープンな形で実質的な競争がある入札を行うことが原則。

９．事後評価

①料金設定時における評価

値下げ届出時に、認可時に原価算入が認められない費用（広告宣伝

費、寄付金、団体費）について、事業者による説明責任が重要となる

ことから、これらの費用を算定規則上明確化。

②原価算定期間における評価

毎年度、事業者が決算発表時等に、決算実績や収支見通しを説明す

るとともに、利益の使途や料金改定時に計画した効率化の進捗状況等

を需要家がわかりやすい形で説明。

併せて、これまで自由化部門が赤字の場合のみに公表していた部門

別収支を常に公表。

③原価算定期間終了後の事後評価

原価算定期間終了後、事業者が料金改定を行わない場合、事業者が

部門別収支ベースの原価と実績値、算定期間終了後の収支見通し、利

益の使途等について説明。

行政は、これを評価し、必要に応じて報告徴収を実施し、料金認可

申請命令の発動の要否を検討。

④行政における体制整備

料金認可時における査定メルクマールの設定等、料金査定を行う上

での技術的な手法の検討や原価の妥当性を評価するための前提とな

る調査など、専門的な知見を活用することが可能な分野については、

積極的に外部専門家の活用も検討。
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東京電力に関する経営・財務調査委員会の開催について

平成 23 年５月 24 日

閣 議 決 定

１．趣旨

「東京電力福島原子力発電所事故に係る原子力損害の賠償に関する政府の支援の

枠組みについて」（平成 23 年５月 13 日原子力発電所事故経済被害対応チーム関係閣

僚会合決定。以下「決定」という。）において、東京電力株式会社（以下「東京電力」

という。）は、「厳正な資産評価、徹底した経費の見直し等を行うため、政府が設ける

第三者委員会の経営財務の実態の調査に応じること」を確認した上で、政府は、原子

力損害の賠償に関する法律（昭和 36 年法律第 147 号）の枠組みの下で、国民負担の

極小化を図ることを基本として東京電力に支援を行うこととした。

これを踏まえ、有識者からなる「東京電力に関する経営・財務調査委員会」（以下

「調査委員会」という。）を開催し、東京電力の厳正な資産評価と徹底した経費の見

直しのため、経営・財務の調査を行い、その調査を政府の東京電力に対する支援に活

用するものとする。

２．構成

（１）調査委員会は、企業の財務・経営に関し識見を有する者により構成し、原子力経

済被害担当大臣が開催する。

（２）調査委員会の委員長は、原子力経済被害担当大臣が指名する。

（３）調査委員会は、必要に応じ、東京電力の職員その他の関係者の出席を求めること

ができる。

（４）調査委員会は、必要に応じ、分科会を置くことができる。

３．関係者の責務

政府は、決定を踏まえ、東京電力に対し、調査委員会による調査に応ずるとともに、

資料の提出又は説明の聴取等の要請があった場合には最大限協力するよう求めるこ

ととする。

経済産業大臣は、調査委員会からその調査に必要なものとして要請があった場合に

は、法令に定められた権限に基づき、東京電力に対し、必要な対応をするものとする。

４．運営

調査委員会の庶務は、経済産業省その他関係行政機関の協力を得て、内閣官房にお

いて処理する。

５．その他

前各項に定めるもののほか、調査委員会の運営に関する事項その他必要な事項は、

委員長が定める。
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東京電力に関する経営・財務調査委員会 委員名簿 

 

 

引頭 麻実 株式会社大和総研執行役員 

葛西 敬之 東海旅客鉄道株式会社代表取締役会長 

○下河辺 和彦 弁護士 

松村 敏弘 東京大学社会科学研究所教授 

川 廣和 ＤＯＷＡホールディングス株式会社 代表取締役会長 

（○：委員長） 
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